
まちの収入と使いみち ２９ 

どの時点の借金が多いのか？（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５か年度 
令和２年度末 

現在高見込み 

左のうち臨時 

財政対策債分 
構成比 

昭和 56～ 60年度 1,029万円 － － 

昭和 61～平成 2年度 625万円 － － 

平成 3～ 7年度 330万円 － － 

平成 8～12年度 1 億 3,518万円 － － 

平成 13～17年度 11 億 3,617万円 7億 1,793 万円 63.2% 

平成 18～22年度 23 億 3,614万円 16億 2,266万円 69.5% 

平成 23～27年度 52 億 4,827万円 22億 1,613万円 42.2% 

平成 28～令和 2年度 158 億 8,557万円 15億 7,298万円  9.9% 

計 247 億 6,117万円 61億 2,970万円 24.8% 

 

会計名 
令和３年度末 

現在高見込み 

令和２年度末 

現在高見込み 
増減額 増減率 

一般会計 286億 0,465万円 247億 6,117万円 38億 4,348万円 15.5% 

個別排水処理事業 2億 4,439万円 1億 8,808万円 5,631万円 29.9% 

水道事業 26億 4,479万円 26億 8,867万円 ▲    4,388万円 ▲  1.6% 

下水道事業 40億 1,163万円 42億 9,282万円 ▲ 2億 8,119万円 ▲  6.6% 

計 355億 0,546万円 319億 3,074万円 35億 7,472万円 11.2% 
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ま
ち
の
借
金 

【臨時財政対策債とは】 

国が地方交付税を配分する際

に財源が不足した分を自治体が

借金して補うこととされたもの

です。 

返済金は、国から全額補てんさ

れます。 

ま
ち
で
は
、
道
路
や
公
共
施

設
の
整
備
な
ど
、
事
業
を
実
施

す
る
際
の
財
源
の
一
つ
と
し

て
借
金
を
し
て
い
ま
す
。 

借
金
を
す
る
理
由
は
、
大
き

く
二
つ
あ
り
ま
す
。 

一
つ
は
、
負
担
の
平
準
化

（
均
等
化
）
を
図
る
こ
と
で
あ

り
、
も
う
一
つ
は
、
返
済
金
の

一
部
が
国
か
ら
補
て
ん
さ
れ

る
た
め
で
す
。 

一
括
払
い
す
る
よ
り
も
、
借

金
を
し
た
方
が
ま
ち
の
負
担

は
軽
く
な
り
ま
す
。 

借
金
残
高
は
、
平
成
18
年
度

か
ら
平
成
26
年
度
ま
で
は
減

少
し
ま
し
た
が
、
平
成
27
年
度

以
降
は
、
大
型
事
業
の
実
施
に

伴
い
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。 

令
和
３
年
度
末
現
在
高
見

込
み
に
つ
い
て
は
、
事
業
費
の

変
動
な
ど
に
よ
り
増
減
す
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
。 

 一番古い借金は、昭和 56年度の

ものです。返済期間は、事業の内

容により 12～30年になります。 

平成 12 年度以降の残高が多い

理由は、平成 13年度から臨時財政

対策債の借り入れが始まったため

です。 



借
金
（
町
債
）
の
借
り
入
れ
と
返
済

（
償
還
）
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。 

 

【借
金
（町
債
）】 

 

一
般
的
に
家
庭
で
借
金
を
す
る
場

合
、
全
て
自
己
資
金
で
返
済
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
が
、
ま
ち
で
借
金
を
す
る

場
合
は
、
返
済
の
一
部
を
国
が
負
担
す

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。（
交
付
税
措
置
） 

借
り
入
れ
の
対
象
と
な
る
事
業
等

に
よ
り
、
返
済
に
対
す
る
国
の
負
担
率

は
異
な
り
ま
す
。（
０
～
70
％
） 

返
済
に
対
す
る
国
の
負
担
は
、
実
質

的
に
補
助
金
の
意
味
合
い
を
持
つ
こ

と
か
ら
、
ま
ち
が
事
業
を
実
施
す
る
場

合
に
活
用
す
る
こ
と
で
、
財
政
負
担
を

軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

町
村
合
併
以
前
は
、
遠
軽
町
を
除
く

３
町
村
が
過
疎
地
域
に
指
定
さ
れ
て

お
り
、
返
済
負
担
が
30
％
に
な
る
過

疎
対
策
事
業
債
を
借
り
入
れ
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。 

町
村
合
併
以
降
は
、
遠
軽
町
全
域
が

過
疎
地
域
に
指
定
さ
れ
、
遠
軽
地
域
の

事
業
に
対
し
て
も
借
り
入
れ
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。 

ま
た
、
町
村
合
併
し
た
こ
と
で
、
返

済
負
担
が
約
34
％
に
な
る
合
併
特
例

債
を
借
り
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。 

こ
の
二
つ
の
借
金
は
、
他
の
借
金
に

比
べ
て
国
の
負
担
率
が
高
い
も
の
で
、

芸
術
文
化
交
流
プ
ラ
ザ
整
備
な
ど
に
も

活
用
し
て
い
ま
す
。 

 【借
り
入
れ
の
条
件
】 

借
金
を
す
る
場
合
、
ど
ん
な
事
業
で

も
借
り
ら
れ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。 事

業
の
内
容
が
借
り
入
れ
の
条
件
に

合
致
し
て
い
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

ま
た
、
他
の
市
町
村
を
含
め
て
借
り

入
れ
で
き
る
額
に
上
限
が
あ
る
場
合
が

あ
り
、
希
望
額
よ
り
少
な
い
額
し
か
借

り
ら
れ
な
い
こ
と
も
あ
り
ま
す
。 

 

３０ まちの収入と使いみち 

借金残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  ※公共用地先行取得事業と食肉センター事業については、現在、事業を行っていません。 

 

会計 令和元年度 平成１７年度 増減 

一般会計 240億 4,253万円 260億 5,890万円 ▲ 20億 1,637万円 

個別排水処理事業 1億 6,623万円 － 1億 6,623万円 

公共用地先行取得事業 － 8,010万円 ▲     8,010万円 

食肉センター事業 － 5,365万円 ▲     5,365万円 

水道事業 27億 6,048万円 21億 6,265万円  5億 9,783万円 

下水道事業 44億 6,541万円 84億 5,114万円 ▲ 39億 8,573万円 

計 314億 3,465万円 368億 0,644万円 ▲ 53億 7,179万円 

借
金 返

済 
 

【返
済
（償
還
）】 

借
金
は
、
必
ず
返
済
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。 

過
疎
対
策
事
業
債
や
合
併
特
例
債

な
ど
は
、
返
済
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
ま

す
が
、
負
担
が
な
く
な
る
わ
け
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。 

借
金
を
す
る
場
合
は
、
残
高
や
返
済

負
担
が
ど
の
よ
う
に
推
移
し
、
将
来
の

財
政
運
営
に
影
響
し
て
い
く
の
か
を

見
通
し
、
計
画
的
に
行
う
必
要
が
あ
り

ま
す
。 

 

【計
画
的
な
借
り
入
れ
】 

 

平
成
27
年
度
に
策
定
し
た
ま
ち
の

財
政
計
画
に
お
い
て
は
、
10
年
間
の
計

画
期
間
中
に
お
け
る
事
業
と
そ
の
財

源
で
あ
る
借
金
の
額
、
国
の
負
担
（
交

付
税
措
置
）
な
ど
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。 現

時
点
に
お
い
て
は
、
概
ね
計
画
ど

お
り
推
移
し
て
い
ま
す
。 

 


